Industrial Concentration and Price Behavior by 安喜 博彦 & Yasuki Hirohiko
[研究ノート] 集中度価格動向
著者 安喜 博彦
雑誌名 關西大學經済論集
巻 23
号 4-5
ページ 719-735
発行年 1973-12-20
その他のタイトル Industrial Concentration and Price Behavior
URL http://hdl.handle.net/10112/14961
719 
研究ノート
集中度価格動向
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I 市場構造の変化と卸売物価の動向
昨年末に公正取引委員会が発表したデータ1)が示すように，わが国の生産集中度の諸指
標は，いずれも，昭和40年を境として上昇傾向に転じた。しかも，この上昇は，第1図に
みられるごとく，その指標が上位企業の集中度をより強く反映するにしたがって，より大
第1図生産集中度の推移
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（公取委資料。 Ca,C10はS26年基準に， S31年基準， S35年基準を接合）
1)公正取引委員会事務局経済部『主要産業における生産集中動向について』。以下，公
取委資料と略す。
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きくなっている。 2)しかるに，これに先立つ昭和30年代後半においては，上位10社集中度
は緩慢な上昇をみせていたものの，上位3社集中度はむしろ低下傾向にあった。
いうまでもなく，集中度は市場構造の中心的指標であり，このような集中度の急変は，
この期においてわが国の産業組織に重要な変化が生じている可能性を示唆するものであ
る。この視点からすれば，昭和40年以降においては，各産業部門内での少数企業間のシェ
ア拡大競争という従来のわが国の産業組織の 1特徴が後景に退き，高度寡占の協調的側面
が従前とは異なる役割を果すに至っているのではないか，との問題が提起しえよう。
ところで，他方，このような市場構造の変容に対応するかのごとく，昭和40年以降，物
価動向にも卸売物価の持続的漸次的上昇という新しい特徴が生じており，今回の最気後退
からの回復局面では，従来の消費者物価と卸売物価の乖離現象は影をひそめるのみなら
ず，逆に卸売物価が先導的役割を果しつつあるかにみえる。もちろん，物価動向と市場構
造の変容にみられるこの対応関係はそれ自体としては偶然的なものであるともみなしえよ
う。しかしながら，小林好宏氏の最近の研究S)においても明らかにされているように，集
中度と景気後退期の価格ビヘイビアの間の関連性は， 昭和32~33年， 昭和35or 36~37 
年，昭和38or 39~40年，昭和44or 45~46年の各期間をとると，後の時期ほどより明確
になっており，なかんずく集中度80形をこえる高集中産業での価格硬直性は今回の景気後
退局面においてとくに顕著であった。この点からみても，市場構造と価格動向の関連性の
問題が今印ぁらためて問われるべきである，ということは否み難い。
本稿では，昭和40年以降の価格ビヘイビアとして価格変動頻度，価格変動幅，価格上昇
率， 対コスト比価格上昇率をとりあげ， これを集中度との関連においてみることによっ
て，いわば管理価格仮説4)といっ＇たものの検証を行ないたい 。なおi、その場合の分析手法
についてあらかじめ一言しておくならば，まず第1に，集中度と諸価格ビヘイビアとの一
般的関係を示すために，両者の相関々係を回帰分析によって検討する。次いで，両者の関
係が連続的ではなく，階層的であるかもしれない点を考慮し，集中度による諸品目のグル
ヒー°ンクヽ 5)を行なったうえで， これら諸クニールプの間の価格ヒ｀ヘイビアの相違を検討す
2)ハーシュマン・ハーフィンダール指数は， 最上位企業の集中度をとくに強く反映す
る。
3)小林好宏「市場構造と卸売価格の硬直性」（『経済研究」第24巻第2号）。 なお，同氏
のこの分析で価格硬直性の指標とされている価格下落率は，後述のように，価格変動
幅の 1側面としての性格をもつ。
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る。このようなグルービングにもとづく分析は，たんに“管理価格仮説”の検証にかかわ
るだけではなく，さらに管理価格品目を検出しようとする場合の第1次的な判断基準を示
しえよう。
]I 回帰分析による仮説の検証
まず，本節の回帰分析において用いる変数について簡単に述べるなら，次のとうりであ
る。
説明変数。
Cが昭和45年の上位3社集中度。
Ch: 昭和45年のハーシュマン・ハーフィンダール指数6)。
被説明変数。
4)管理価格概念については， 黙契により設定される価格との規定を与えうる。 しかる
に，この規定においては，管理価格はその市場行動上の特質にもとづいて規定されて
いることに注意する必要がある。しかるに，黙契は，価格変更の時期と幅の同一性に
おいてかなり直接的にその存在を検出しうるとはいいえても．．このような判断基準
は，その同一性のもつ含意からする問題（拙稿「『管理価格』論にかんする覚え書」，
『経済論集」第22巻第4号， 51ページ注26参照）とともに，とりわけ，それがクロス
・セクショナルな分析においては用い難いことに留意せねばならない。したがつて，
管理価格の検出に際しては，個別産業での価格形成プロセスについてのケース・スク
ディがその決め手になるとしても， なおかつ． その裏付けとなる市場構造， 市場行
動，市場成果の各面にわたる一種の状況判断に大きく依存する他ない。ここで管理価
格仮説というのは，管理的価格設定が存在する場合，市場構造（なかんずく集中度）
と価格ビヘイビアとの間に存在すると一般に考えられているクロス・セクショナルな
関連性の意であり，．管理価格品目を検出する前提として，管理価格の存在を示す上で
の状況判断の材料を提供するものと考えうる。
5)本稿では，後で示すように，集中度によるグルーヒ°ングとともに，集中度と価格変動
頻度を組み合わせた基準によるグルービングをも行なっている。
6)企業の価格設定行動は，寡占的コア内部の規模格差，競争的周辺部の存在によっても
影響を受けるのであるが， Csのごとき絶対集中度は規模構造のこのような諸側面を
反映しているわけではない。このため今日まで，規模構造の諸側面を単一の指標で示
すための諸手法が考案されてきているが，かかる相対集中度の測定のためには当該産
業内の全企業のシエアを示すデータが必要であり，このようなデータとしては・, わが
国では今のところ，ハーシュマン・ハーフィンダール指数のみが利用可能である。
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F: 価格変動頻度。昭和42年1月から昭和46年12月までの59ヶ月のうち卸売価格の変更
がみられる月数の割合で表示される。
A: 価格変動幅。昭和42年1月から昭和46年12月の期間について，
（最高の月の価格ー最低の月の価格） X2 
最高の月の価格＋最低の月の価格 によって算出。
P40-47 : 昭和40年を基準とする昭和47年の価格指数。
p40-45; 同上の基準での昭和45年の価格指数。
p45-47 ; 昭和45年基準での昭和47年の価格指数。
Pc: 対コスト比価格上昇率。昭和40年から昭和46年までの期間について，
祉出荷額の増加率
＇原材料使用額）の増加率'--
,~ より算出。 7)
なお，データの出所は， Csとらについては公取委資料, F, A, P4o-47, P4o-4s, 
p45-47については日本銀行「物価指数年報」各年度版， Pcは通産省「工業統計速報』8)
各年次版である。
第1表各分析でのカバー領域
F・¥ Ca→ F,A ¥ Cs→ P ¥ ch→ P I Cs→ Pc I ch→ Pc 
品目数 652 157 151 I 128 56 48 
ウエイト 879.0 , 380.8 380.8 352.4 287.7 272.6 
7) 
（注 1)ウエイトは，昭和47年度の卸売物価指数におけるウエイトである。このウエ
イトは，品目の若干の入れ替えとともに昭和47年度から変更されている。な
ぉ， F,Aについてほ，昭和46年度までのウエイトによっている。
（注2)いずれの場合にも，輸出，輸入品目は対象品目から除いた。
（注3)卸売物価指数の品目のいくつかを統合することによって， それに対応する
Cs, Ch, Pcの品目が得られる場合には，その数品目を合わせて 1品目とする。
出荷額
は
出荷低x単価
費用総額 ’出荷量X出荷単位当り費用であり，その増加率は対コスト比価格上昇率
を示すと考えてよい。
なお，ここでは直接費用として，現金給与と原材料費の両者を加算した数値を用い
ているが，現金給与については，そのすべてが直接費用であるとは必らずしもいいえ
ない。しかし，ここでは包括的な像をえるべく，両者を分離しそのそれぞれについて
計測する手続きはとっていない。
8)昭和46年の数値を得るため，『工業統計表」ではなく，『速報』を用いた。
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ところで，このようなデータを用いて諸変数間の関係を検討する場合，諸データの出所
が異なるため，各データ間に対応関係のある品目は，その数が限定されるという問題が生
じる。そこで対応関係にある品目を見出しえたものについて，それぞれのカバー領域を示
すと第1表のようになる。これによると，集中度についてはウェイト比では全品目の4割
近くをカバーしており，また対コスト比価格上昇率では3割近くをカバーしている。
回帰分析の結果は，第2表に示すとうりである。これによると， CaとF,CaとAにつ
いてはともにかなり強い相関々係を見出しうるのであるが，このことからして，高集中産
業においては価格が需要の変動に即応して即時的な反応を示さない傾きがあるといえよ
う。もちろん，価格の変動頻度といった指標は必らずしも管理的価格設定の存在とその問
題性を指し示すものではないのであって，ハーパーやステイグラーのミーンズ批判的にみ
第2表回帰分析の結果
|い~I F A I P40ーヽ 7I p40-45 I p45-47 Pc 
Ca 
Ch 
n 157 157 151 151 151 56 
a1 0.5774 0.2874 115. 74 117.26 99.29 9.7.69 
a2 -0.0043 -0.0019 -0.1974 -0.2195 0.0104 0.0711 
Fo 18.8918(1彩）17.5615(1彩） 8.9808 12.9833 0.0973(なし）0.8291(なし）(196) (1%) 
r 0.3288(1.%) 0.3197(1彩） -0.2383 -0.2832 0.0265(なし）0.1476(なし）(1%) (1%) 
t 4.339 (1%) 4.4831(1彩） -2.9092 -3.6042 0.3231(なし）1.0970(なし）(1彩） (1%) 
n 128 128 128 48 
a1 109.61 141. 95 98.46 95.50 
a2 -26.1427 -36. 0546 6.0679 32.7854 
Fo 4.0348 9.0365 0.9721(なし） 6.5273(5彩）(5%) (1%) 
r -0.1761 -0.2(51彩87） 0.0878(なし） 0.3744(1彩）(5彩）
t -2.0077 -3.0056 0.9888(なし） 2.7386(1彩）(5%) (1彩）
（注）検定に用いた有意水準は， 10彩， 5彩， 1彩である。なお，回帰式は，
y=a1+a2x。
9) D.V. Harper, Price Policy and Procedure, 1966。および，反トラスト・独占小委
員会『管理価格』（坂根哲夫監訳，ぺりかん社， 1967)所収の G.J.Stiglerの論文を
参照。
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られるように，それが取引回数や取引慣行を反映し，どちらかというと工業製品の価格決
定の一手法としての側面をも有することは否めない。また，わが国では，政府またはそれ
に準ずる公共機関の価格支持政策と強く結びついていることも諸論者の指摘するところで
ある。 10)しかし， いずれにしても， この指標とともに価格の変動幅もまた集中度と強い
相関を示すことを合わせて考えるならば，高集中産業では，需要動向に対する価格の非感
応性があらわれる可能性がある，というには十分であろう。
しかるに， CsないしChとP,o-45, P,s—ヽ7 との間の相関分析は，最況全体の動向との
関連でみた価格ビヘイビアが集中度とどのような関係を有するかを示している。 この場
合，集中度と昭和4~から昭和45年までの期間の価格上昇率との間には比較的強い負の相
関々係がみられ，集中度の低い品目ほど高い価格上昇率を示している。このことは，この
期の物価上昇が少くとも現象面でみるかぎり，需給関係に対してセンシティブに反応する
低集中産業の諸品目での価格上昇に依存していることを示す。他方，昭和45年から昭和47
年の期間の価格上昇率の場合には，相関係数は正になるものの， その関係は有意ではな
い。このことからすれば，昭和45年末からの最気後退局面においても卸売物価が維持され
てきたという現象については，これが高集中産業での価格上昇（ないし価格維持）に依存
するものではない，という断定はなしえない。だがそれとともに，低集中産業ほど価格低
下が著しいという関係もここでは統計的に意味のあるものとして示されているわけではな
ぃ11)。以上からみて，一般に高集中産業での価格が最気動向に対して非感応的である，
といった仮説は，最気の上昇局面では検証されるとしても，下向局面ではこの回帰分析の
みでは結論を得ることができない。
昭和4吟三から昭和47年という長期にわたる価格動向と集中度の関係では，集中度の指標
として， CsおよびChのいずれをとった場合にも，負の相関々係がみられ， この関係か
10)例えば，小池康夫・大木征太郎両氏は， 支持的価格を説明して，「政府またはそれに
準ずる公共団体の政策によって保護ないし支持，あるいは，規制された価格がきわめ
て多く，それと価格硬直性との関連が強い点に注目する必要がある」という指摘を行
なっている（「卸売物価にみる変動と硬直性」，熊谷尚夫，渡部経彦編「日本の物価」
日本経済新聞社， 1966,166ペー ジ）。
11)ここでは景況全体との関係でみており，個別産業での需要動向との関係でみているわ
けではない。この点については，一応，さきにみた価格の変動幅について， さらにこ
れを価格の上昇幅と下落幅に分けて検討することもできよう。前掲の小林氏の研究
は，これを下落幅の側面でみたものである。
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らみるかぎり，昭和40年以降の物価上昇が市 第3表 151品目の集中度分布
場構造を反映したものであるとは必らずしも
いえない。ただし，この場合，指標としてCb
をとった場合に有意水準が低くなることは注
目される。
もちろん，費用条件，需要条件をはじめと
する集中度以外の価格趨勢に影響を及ぼす諸
要因の如何によっては，寡占的市場支配力の
効果がたとえ価格動向に及んでいる場合で
も，むしろ高集中産業で価格が低下するとい
う傾向が現出しえよう12)。 この点を考慮し
つつ，次に，集中度と Pcの間の関係をみて
みると， PcはCsに対しては何ら有意な関
Ca 
1096末満
10~19.9 
20~29.9 
30~39.9 
40~49.9 
50~59.9 
60~69.9 
70~79.9 
80~89.9 
90~99.9 
100 
計
I品目数！百分率
2 1. 3 
3 2.0 
12 7.9 
30 19.9 
18 11.9 
19 12.6 
23 15.2 
15 9.9 
14 9.3 
11 7.3 
4 2.6 
I 151 I 100.0 
係を示さないが， Chを指標とした場合には有意な正の相関々係が見出しうる。したがっ
て，もしも市場支配力とかかわりをもつものとしての規模構造上の特徴が Cbによってよ
りよく示されるとすれば，高集中産業での価格動向が独占的市場支配力によって費用の動
向に対応しなくなっている，と考えうる。
最後に，集中度の指標としてらを用いる場合と Cbを用いる場合とでは， 回帰分析の結
果に若干の相違がみられることが注目される。すなわち， P,o-,sとの関係ではいずれを
用いても結果に相異は生じないけれども， P,&-47の場合には有意ではないものの Cbの
方が諸係数の値が大きくなる。そのため， P,o-47においては Cbでも負の相関々係をも
つが，有意水準は低くなる。かかる諸結果は，集中度指標として Cbを用いた場合の方が
最気動向に対する高集中産業の価格動向の非感応性がより強くなることを示す。また，
Pcとの関係においては，前述のように， Cbを指標とした場合には有意な相関々係が検出
しうることも注目に価する。
12)ワイスは集中度とともに，産出高の変化，直接費用の変化を説明変数とする重回帰分
析を行なっている (L. W. Weiss, "Business Pricing Policies and Inflation 
Reconsidered," Journal. of Political Economy, Apr. 1966)。 しかるに，この場合
には需要動向が産出高の変化で示されているのであるが，産出高の伸びが需要の増大
よりもむしろ費用の低下と結びつき， しいては価格低下（あるいは上昇率の抑制）効
果を有する可能性があることに注意しなければならない。
377 
7・26 隔西大學「経清論集」第23巻第4・5号
]I タイプ分析による検証
以上，集中度と価格ビヘイビアとの間の連続的な相関々係について検討してきた。これ
によると，例えば，最況全体の動向に対する価格ビヘイビアの反応が高集中産業では鈍ぐ
なる，といった仮説が昭和45年末以降の景気後退局面において立証されたとは必らずしも
いえない。しかるに，連続的な相関がたとえ明らかでなくとも，階層的な分布状況がみら
れる場合には，非連続的な関係については相関々係を検出しうるかもしれない。本節で
は，この視点に立って，集中度30%ならびに80%を基準として諸品目を 3グループに区分
し18), 各グループの価格ビヘイビアに何らかの特徴が見出しうるか否かを検討した。
しかしながら，価格ビヘイビアは，生産集中度以外にも，買手集中度，カルテル行為，
あるいは政府の価格支持政策といった諸要因によっても影響をうけるであろう。 ここで
は，これらの要因が価格変動頻度に反映しているものとひとまず考え，集中度と価格変動
頻度を組み合わせた基準により，後掲の第5表のように，諸品目を9つのタイプに分け，
それぞれのタイプの価格ビヘイビアをも検討した。
なお，このようなタイプ分析は，管理価格にかんする仮説の検証においてのみならず，
管理価格品目の検出にとってもその準備作業としての意味をもつ。すなわち，特定のタイ
プの品目についてはその価格ビヘイビアが管理的価格設定にもとづいていることがほぼ間
違いないとか，あるいはその疑いがある，といった推定がこれによって可能になるであろ
う。
分析結果は，第4表で示されるように，前記の回帰分析と類似の傾向がみられる。た
だ，ここではとくに，集中度3096未満のグループとそれ以外のグループとの間において有
意差が検出しうるということが注目される。また，回帰分析の場合と同様に p40-45にお
いてきわめて高い有意水準での有意差を検出しうるのであるが， それとともに p45-47に
おいても， 1096,あるいは20彩という低い有意水準であるが有意差をみだしうる。このこ
とは，高集中品目の価格ビヘイビアが景気動向に対してより鈍い反応を示すのではないか，
という仮説がこのタイプ分析においては曲りなりにも検証されることを示す。さらに Pc
については，集中度30~80彩の中位集中品目と3096未満の低位集中品目との間でのみ， 20
13)ここでの分析に用いている 151品目について集中度分布を調べると第3表のとうりで
ある。これによると，諸品目は集中度30ないし80彩の間に集中的に分布しており，中
位集中の寡占状態を示すこれらの諸品目をもって代表的品目とみなしうる。
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第4表有意差の検定 (1)
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I 30~80彩 I 30%未満 I単純平均 I加重平均
(80%以上 なし 2% 103.6 ・98. 7 
p40-47 30~80彩 1% 102.9 106.2 
30彩未満 117.3 117.2 
('° 彩以上 な し 0.1彩 101.1 98.3 
p公0-45 30~80彩 0.1 .% 102.9 107.8 
30%未満 123.5 126.6 
{ 80%以上 な し 10 % 102.2 100.3 
p 45-47 30~8096 20彩 99.8 98.8 
30%未満 96.3 94.2 
{ 80彩以上 なし なし 105.6 106.1 
Pc 30~80% 20 .% 101.8 102.6 
30%未満 98.5 98.9 
（注）有意差の検定に用いた有意水準は， 20彩， 10%, 5彩， 1彩， 0.1%である
（第6表，第7表も同様）。「なし」は，有意水準20彩で有意差なし。
彩という低い有意水準で有意差がみられる。
しかるに，集中度を基準としたこのようなグルーヒ°ングにさらに価格変動頻度を組み合
わせたタイプ分析をみると，とくに昭和45年以降の最気後退局面での価格ビヘイビアにつ
いて，顕著な特徴を見出しえよう。卸売物価統計記載の全品目について価格変動頻度の分
布を調べると，第2図のように，諸品目は0.8以上および0.3以下に集中的に分布してい
る。このことに着目して，先の3つのタイプについて，そのそれぞれをさらに価格変動頻
度を基準として 3分類すると，第5表で示されるように，諸品目は 9タイプ（タイプVIに
該当する品目がないため，実際には8タイプ）に分類される。
かかるタイプ分けにもとづく各タイプの価格動向（各タイプについての加重平均）は第
3図に示されるが，これによって知りうるように， 中位集中品目ではタイプIが高位集
中品目と類似の価格動向を示しており，また，低位集中品目では，タイプV,VJ! とタイプ
双との間に確然たる相異がみられる。このことに留意し，タイプI,I, 直，タイプN,
直タイプv,w, タイプ双の4グループについて，その平均値と有意差の検定を行った
（第6表）。その結果は， p40-45, p 45-47のいずれについても，タイプlXとその他のグル
ープとの間には有意差が検出され， P4o-47については有意水準は 2~10彩と低くなる。
しかるに，タイプv,wに属する11品目は，その多くが主に制度的要因による特殊な事情
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第2図価格変動頻度の分布
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20 
15 
? ?? ? ?
????
???
??ー
0 . 0 001 0.101 o. 201 0. 301 o. 401 o. 501 0. 601 
l l l l l l l 
o. 1 o. 2 o. 3 o. 4 o. s o;6 o. 7 
0. 701 0. 801 0. 901 
l l 
0.8 0. 9 1.0 
価格変動頻度 (F)
により兼気後退局面においても価格が維持されていたと考えられる。すなわち，この11品
目のうち p45-47が低下した4品目（板紙，，段ボール，硫酸，旋盤。 これらはいずれも
タイフ頂に属する）を除く諸品目についてみると，マッチ，綿織物は「中小企業団体の組
織に関する法律」による組合価格であり，ナフサ， A重油， C重油は石油業法による保護
をうけており， しかもこの間に地下カルテルによる価格協定が摘発されている。また，清
酒は，「酒税の保全および酒類業組合等に関する法律」により支持価格としての性格を有す
るとともに，市場そのものが細分化された地域市場という色彩が濃いためいわゆる生産集
中度では市場集中度の指標とはなりえない。したがって，このような品目を除く低集中品
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第3図 タイプ別の価格変化
140 
130 
120l ／ 以
110ト ／ zク Nヽ
罹
100「エ I・Il 
m 
90 
40 45 47 
第5表集中度と価格変動頻度によるタイプ分け
タイプ lX クイ プ頂
·--—--------------------' 
----------. --'. -------・" _.," ----------.,, ______________■-
生 糸 大形形鋼 ノヽム・
純 綿 糸 中形形銅 ソーセージ
ス フ 糸 厚 （中） 板 砂 糖
普通合板 薄 板 食用大豆油
小形棒鋼 亜鉛メッキ鋼板 そ 毛 糸
銅圧延伸線製品 電 気 銅 以上10品目
以上6品目
タイプ VI クイ プ W
・---------・ ----------------------------
板 紙 , ク カーボン・
段ボール ショートニング ブラック
過りん酸石灰 製糸パルプ
純ベンゼン
硫 酸 上 質 紙
純トルオール
A 重 油 両更クラフト紙
精製メクノール
C 重 油 硫 安
メラミン樹脂
旋 盤 尿 素
塩化ビニール
樹脂
綿 織 物 高度化成肥料 ボリエチレン
以上8品目 カーバイド ポリスチレン
ナイ ロ ン
729 
タイプ VI
な し
タイプ皿
広巾帯鋼
小型四輸乗用車
写真フィルム
自動車タイヤ・
チューブ
石灰窒素
粉 乳
ド リ Jレ
以上7品目
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???
ー
?
．．??
ボリエスル
短繊維
, 長繊維
アクリル
ガソ‘‘・リン
灯．．油
軽 ．・油
B 重｀．油
ジェット燃‘‘料
L. P. G 
耐火・レンガ
人造黒鉛電極
研削砥石
線材
普通鋼鋼管
構造用合金鋼
機械構造用
炭素鋼
ステンレス鋼
ばね鋼
工具鋼
クイプ I
アルミニウム
圧延品
電線・ケープル
動力耕うん機
中ぐり盤
金属加工用
プレス
織 機
天井走行
クレーン
複写機
•,· 標準変圧機
電気冷ぞう庫
カラーTV
受信機
白黒 ” ” 
35mmカメラ
蓄電池
硬質塩化
ビニル管
以上52品目
クイプ V
0.000 
l 
0.199 
か性ソーダ新聞用紙
ナフサ合成染料
マッチ酢 酸
清 酒フェノール樹脂
以上4品目 ユリア樹脂
不飽和ボリエス
テル樹脂
家庭用合成洗剤
塗 料
ビクミン剤
抗生物質製剤
産業用爆薬
フェロアロイ
帯 鋼
軸受鋼
電気溶接棒
ばね
はん用内燃機関
船用ディーゼル
機関
クイプ I
. ..........' 
グルタミン酸
ソーダ
マヨネーズ
ビール
ウィスキー
麻糸
トラクター溶解パルプ
ボー.lレ盤合成石炭酸
フライス盤板ガラス
研削盤重軌条
ボンプ鋼矢板
ミ シ ン冷延電気帯鋼
ゴム底布靴発電機プ リ キ
セメント 自動交換機ヒ° アノ線材
銑 鉄 レーダー装置電気亜鉛
ステレオ装置 Iアルミニウム
地金
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テープ・ 石 炭 螢光ランプ
レコーダー 飲用牛乳 普通乗用車
トランジスクー しょ う油 小型四輪
軽四輪トラック 小 麦 粉 トラック0.000 トラック普通車 しょうちゅう 二輪自動車l 自 転 車 マーガリン 腕 時 計0.199 貨 車 軽乗用車 ヒ° ア ノ
電 気 合成ゴム
印刷インク 以上47品目 鋳 鉄 管
粗 鋼 以上23品目
緬~格褒•集中度 30%未満 30%~79.9彩 8096以上
第 6表有意差の検定 (2)
I IV遭 V-t VIl lX I 単純平均 I 加重平均
I +II十皿 なし 5、劣 2% 103.9 101.2 
p40-47 
w-1-, 皿 10劣 101. 9 109.3 
V十頂 なし 115.5 117.6 
1X 120.6 116. 7 
I +II十皿 なし なし 0.1% 102.1 100.1 
P4o-4s 
IV+'Wl 20% 0.1% 103.1 114.1 
v+vn 1彩 112. 7 114.6 
]X 143.4 142.6 
I +II十皿 10% なし 0.1% 101.5 100.8 
p45-47 IV+VI なし 1彩 98.8 96.6 
v+vn 1彩 102.8 103.2 
1X 84.4 82.1 
{I+Il+遁 なし なし なし 103.5 103.5 
Pc 
IV+vm 20% 20劣 101. 7 102.9 
v+vn なし 98.3 99.1 
1X 98.6 98.7 
目においてみられる最気動向に感応的な価格動向は，競争価格の動向を示すものと考えら
れる。
なお， 8つのタイプの相互間の有意差の検定は第7表で示されるが，ここでは，とくに
p45-47においてタイプvnとタイプ]X, タイプ圃とタイプ1Xの間での有意水準がそれぞれ
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第1表有意差の検定 (3)
皿 N V VlI '¥l[ 1X 
なしなしなし 10彩 10彩 20彩 1彩
なしなし 20% 20% なし 5% 
なしなしなしなし なし
なし 20彩なし 1096 
なしなし なし
なし なし
20彩
なしなしなし 1096 5彩 5% 0.1% 
なしなし 20彩 1096 1096 0. 1彩
なしなしなしなし 1彩
なし 20彩 20彩 0.1彩
なしなし なし
なし 1彩
196 
なしなしなしなしなしなし 0.196
なしなし 20% なしなし 0.1彩
なしなしなしなし 1彩
なしなしなし 1彩
なしなし 1彩
なし 5彩
1096 
1単純平均 1加重平均
101.6 102.8 
104.1 102.7 
111. 0 94.8 
100.5 109.7 
117.8 118.1 
114.2 117.3 
108.8 108.0 
120.6 116.7 
99.9 101. 7 
102.7 101. 2 
105.8 95.0 
101.2 114.0 
111. 7 113.1 
113.3 115.3 
112.3 114.4 
143.4 142.6 
101. 7 101.1 
101. 0 101.1 
104,,1 99.6 
98.8 96.4 
105.2 104.4 
101. 5 102.7 
99.1 97.1 
84.4 82.1 
5%, .10彩と低くなっていることを除けば，大旨， 4グループでの分析に照応した結果が
でてくる。
また， Pcについては，タイプV+VII,タイプ1Xの両者がタイプW十濯との間に低い有
意水準ではあるが有意差を有する。このことからして，低位集中品目においては，価格変
動頻度のいかんによーら:=r.Pcが低くなる傾きがある，といいうるかもしれなぃ14)。
14)さきにみた回帰分析においては， ChがPcとかなり強い相関々係をもっていた。した
がって， Chを用いてクイプ分析を行なえば， この関係はもっとはっきりと現われる
かもしれない。
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ちなみに，各タイプについて，各年次毎の卸売物価指数，製品出荷額指数，製品単位当
り直接費用指数15)の推移を図示すると第4図のようになる。．これによると， 硬直的な価
第4図 タイプ別の価格，出荷額，費用の推移
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15)対象品目は，この 3つの指数ならびに集中度のデータが対応すると考えられる次の51
品目に限定される。すなわち， タイプ Iー グルタミン酸ソーダ， ビー ル， ウィスキ
ー，麻糸，溶解パルプ，板ガラス，プリキ，電気亜鉛，アルミニウム地金， ヒ°アノ，
鋳鉄管，以上11品目，タイプII=家庭用合成洗剤， 塗料，ビタミン剤，抗生物質製
剤，セメント， フェロアロイ， ばね， はん用内燃機関， トラクター，ボンプ， ミシ
ン，発電機， ステレオ装置， テープ・レコーダー， 自転車， 貨車， しょう油，小麦
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格動向を示すタイプI, II'1llのうち，タイプIとIはそれに対応する費用の安定的な推
移に支えられている，といえよう。また，タイフ"]lでは，費用の変動とはかかわりなしに
価格が安定している。これに対し，タイプWは，価格は比較的低いレベルでの上下運動を
示しているが，費用はより低いレベルでこれに対応した変動を示す。これは，出荷額の急
増が単位当り費用の低下を導き，価格の低水準での推移を可能にしていると考えられる。
しかるに，低集中品目では，価格がより変動的な場合（タイフ"]X)でも， ヨリ硬直的な場
合（タイプv,タイプVil)のいずれについても趨勢としては上昇傾向を示しているが， し
かしその上昇率は全体として費用の動向を反映している。
IV むすび
以上のエンヒ゜リカル・スタディから導き出される結論は限定的なものでしかない。すな
わち，第1に，この分析では，大旨，価格ビヘイビアが価格そのものの動きにおいてしか
取扱われておらず，需給関係との関連では，昭和45年前後での分析という間接的手法を用
いている。また，費用との関連においては， Pcというそれ自体限界のある指標を用いて
おり，さらに各データの対応性ということに制約され対象品目数がきわめて限られたもの
になっている。第2に，管理価格を黙契により設定される価格と規定する視点からすれ
ば，管理価格を集中度との一義的な関連性において把握することには無理がある。市場構
造は管理価格成立の必要条件ではあっても，十分条件ではない16)のであって， 黙契とい
う市場行動の 1タイプが発現するかどうかは，市場の成長率，企業戦略，流通機構の態様
等の諸要因にも依存する。第3に，管理価格のもつ問題性は，なによりもまず，景気循環
粉，以上18品目，タイプmー 写真フィルム，自動車タイヤ・チューブ，以上2品目，
タイフ'IVー 製糸パルプ，耐火レンガ，アルミニウム圧延品，電線・ケープル，動力耕
うん機，標準変圧器，カラーTV, 白黒TV,35mmカメラ，蓄電池，以上10品目，
タイプVー マッチ，清酒，以上2品目，タイフ'VJI一段ボール，綿織物，以上2品目，
タイプ珊ー電気銅，砂糖，以上2品目，タイフ'IX=生糸，純綿糸，普通合板，銅圧延
伸線製品，以上4品目である。なお，卸売物価指数は日銀統計のウエイトに従い加重
平均したものであり，製品出荷額指数は各タイプに属する諸品目の出荷総額を指数化
した。また，製品出荷単位当り直接費用は，
各タイプの直接費用（現金給与＋原材料費用）総額の指数X卸売物価指数
製品出荷額指数
した。
16)前出拙稿， 52ペー ジ。
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をこえた長期の費用・価格関係にあると思料されるが，この点の分析はここでは全く行な
っていない。
このような留保条件は今後の検討課題となるが，なおかつ本稿で言いうることは次のよ
うであろう。
第1に，分析対象の全期間について高集中品目ほど価格上昇率が高いという関係はあら
われておらず，むしろ逆の関係がみられる。もちろん，このことから近時の物価上昇が市
場構造における独占的要素とは関わりがないとの推断を下すことは早計であろう。しかし
ながら，たとえ市場構造に起因するものとして物価上昇を説明する場合でも，昭和40年以
降の物価動向についても依然として，かつて消費者物価と卸売物価の乗離現象に対してな
されたような構造的説明に依存せざるをえない，といえよう。
第2に，昭和45年以前には集中度と価格上昇率との間には負の相関々係が見出しうる
が，昭和45年以降については回帰分析でみるかぎり，相関々係はない。しかし，集中度30
彩， 80彩の基準により諸品目をグルーピングした場合には，低い有意水準においてではあ
るが，正の相関々係を検出しうる。この場合，とくに集中度80彩以上の品目と30彩末満の
品目との間では，有意水準が10彩にまで高まることが注目される。
第3に，さらに集中度30彩以下の品目から価格変動頻度の少ない品目を控除し，これを
競争的品目と考えた場合，上記の関係はより顕著になり，他の諸タイプとの間に高い有意
水準において有意差がみられる。とくに， 80彩以上の高集中品目との差は著しい。このこ
とは，集中度と価格ヒ｀ヘイビアとの関連性についての単純な分析においては，いくつかの
低集中品目における価格維持要因が，高集中品目での競争的価格ビヘイビアからの乖離を
おおいかくす役割を果しているかもしれない，ということを示唆している。
最後に，対コスト比価格上昇率については，以上の統計的分析からは意味のある結論を
引き出しうるわけではないが，この場合には，低集中品目のどのタイプについても，低い
有意水準においてではあるが，集中度30彩以上の諸タイプと有意差を有すること，および
回帰分析ではとりわけハーフィンダール指数が Pcと強い相関々係をもつことが注目され
る。
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